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項 01

目 01

A

●交際費

●旅費 （要望活動、全国過疎地域連盟定期総会への出席など）

●需用費等

　全国市長会、島根県市長会への負担金

決算事項別明細書 P57

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 秘書広報課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 秘書一般管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

当 初 予 算 額 9,967,000 円

予 算 現 額 8,011,000 円

決 算 額 5,455,396 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 2.9人役 20,511,700 円 総事業費　　A+B 25,967,096 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

目
的

市長、副市長が職務に専念する環境を整えると
ともに、他の都市等との連携により市政運営を
円滑にする。

【市長および副市長の秘書業務】 3,005,396円 0円 0円 0円 3,005,396円

　市長交際費、会議等出席のための出張旅費、市長・副市長の日程調整、情報収集など秘書業務全般

502,733円

1,793,901円

708,762円

【市長会に関する事務】 2,450,000円 0円 0円 0円 2,450,000円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 5,455,396 円

全国過疎地域連盟定期総会（東京都）農業農村整備事業の予算確保に関する

要望（農林水産省農村振興局ほか）
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A

県

諸収入

　●文書の収受及び発送、庁舎内電話の管理業務等の実施

　●総合案内、電話の取次業務

　　・総合案内での案内等対応件数：12,240件（51件/日）

　　・電話取次業務件数：10,499件（43件/日）

　●宿日直業務報酬及び警備委託

　●各課からの法律相談や訴訟等に迅速に対応するため、顧問弁護士に相談等を委託

　　・法律相談案件数：13件

　固定資産評価審査委員報酬（3名）

　審査申出件数：0件

　開催日：令和3年9月24日

　内容等：令和3年度固定資産課税概要、審査申出及び訴訟の状況、次期委員長選出、

　　　　　令和3年度山陰都市固定資産評価審査委員会連合会について

（第1回） 指定管理審議会委員報酬（7名）

審議会開催日：令和3年4月27日

審議施設数　：1施設（広瀬温泉月山の湯憩いの家）

（第2回） 指定管理審議会委員報酬（7名）

審議会開催日：令和3年11月19日

審議施設数　：1施設（観光交流プラザ　アラエッサ♪YASUGI、安来駅前自転車駐車場）

　行政不服審査会委員（3名）

　審査請求件数：2件（審査請求の対象に当たらないため却下）

　審査会開催回数：0回

　平和首長会議への負担金。平和関連事業として、アルテピアで子どもたちの平和ポスター等を展示し、市民の平和意識の向上

を図った。

決算事項別明細書 P57

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 総務一般管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

当 初 予 算 額 42,902,000 円

予 算 現 額 41,916,000 円

決 算 額 40,592,630 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 248,297 円

人件費コスト  B 2.2人役 15,560,600 円 総事業費　　A+B 56,153,230 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

目
的

庁舎内業務の効率的な管理、運営を行う。

【一般管理事業】 39,156,430円 62,000円 0円 248,297円 38,846,133円

【顧問弁護士委託事業】 1,320,000円 0円 0円 0円 1,320,000円

【固定資産評価審査委員会事業】 24,600円 0円 0円 0円 24,600円

【指定管理者選定審議会事業】 89,600円 0円 0円 0円 89,600円

【行政不服審査会事業】 0円 0円 0円 0円 0円

【平和都市宣言関連事業】 2,000円 0円 0円 0円 2,000円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 62,000 円

一 般 財 源 40,282,333 円



　安来市総合教育会議を2回開催（11月、2月）
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A

　●島根県市町村職員互助会負担金 円

　●島根県市町村総合事務組合負担金　 円

経常負担金（均等割10%　人口割90%）

【総合教育会議事業】 0円 0円 0円 0円 0円

決算事項別明細書 P57

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人事課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 人事一般管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

当 初 予 算 額 5,099,000 円

予 算 現 額 4,589,000 円

決 算 額 4,558,628 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.6人役 4,243,800 円 総事業費　　A+B 8,802,428 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

目
的

互助会事業及び市町村振興事業の実施により福
利厚生事業の推進を図る。

【人事課一般管理費】 4,558,628円 0円 0円 0円 4,558,628円

3,135,120

1,423,508

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 4,558,628 円
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A

諸収入

　職員の資質向上、スキルアップのため各種研修（オンラインを含む。）を実施

●職員研修（内部） 受講者延べ 999 名

●島根県自治研修所 受講者延べ 118 名

●日本経営協会（NOMA） 受講者延べ 8 名

●島根県市町村総合事務組合研修 受講者延べ 26 名

受講者延べ 44 名

　職員等に対し、適正に給与を支給

●会計年度任用職員報酬・給料等（社保含む。） 円

●職員採用試験（全2回実施） 円

●その他（児童手当拠出金等） 円

　健康診断、ストレスチェックなど福利厚生事業を実施

●職員健康診断等 円

●カウンセリング・ストレスチェック業務委託 円

●地方公務員災害補償基金負担金・市職員互助会負担金 円

●その他（産業医報酬等） 円

決算事項別明細書 P57

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人事課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 職員管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

当 初 予 算 額 80,158,000 円

予 算 現 額 50,101,000 円

決 算 額 46,372,211 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 3,894,197 円

人件費コスト  B 6.6人役 46,681,800 円 総事業費　　A+B 93,054,011 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

目
的

職員の育成と資質の向上を図り、業務遂行能力
を高める。職員の健康管理及び職場の環境改善
等安全衛生の推進を図る。

【職員研修】 3,986,212円 0円 0円 3,053,000円 933,212円

●その他専門研修

【人事給与】 23,640,601円 0円 0円 841,197円 22,799,404円

19,014,979

426,990

4,198,632

【健康管理・福利厚生】 18,745,398円 0円 0円 0円 18,745,398円

10,059,890

1,120,420

7,286,688

278,400

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 42,478,014 円
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A

国10/10

諸収入

　広報やすぎを毎月発行（web版・音声版含む。）

　隔週配信のメールマガジンにより、安来市の旬の情報をいち早く周知し、市外の安来市出身者を中心に、幅広くふるさとの情

報を提供

　市ホームページについて、国のガイドラインに基づいたウェブアクセシビリティ検査を全ページで随時実施し、品質の維持・

向上に努めた。また、ホームページの多言語化（英語、中国語、韓国語、ベトナム語）に対応するため自動翻訳システムを導入

し、日本語で提供している内容と同様の情報をリアルタイムで提供

決算事項別明細書 P59

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 秘書広報課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 広報広聴費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 文書広報費

当 初 予 算 額 13,805,000 円

予 算 現 額 17,033,000 円

決 算 額 16,483,950 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 6,505 円

人件費コスト  B 2.3人役 16,267,900 円 総事業費　　A+B 32,751,850 円

4,970,000 円

一 般 財 源 11,507,445 円

目
的

市民に対し市政の方針・施策内容・各種事業を
説明しながら市政の円滑な運営を図る。併せ
て、市の魅力を広域的にPRする。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【広報紙の発行】 7,145,557円 0円 0円 0円 7,145,557円

【メディア広告による市政情報の発信】 499,950円 0円 0円 0円 499,950円

　新聞の広告媒体を活用し、本市の取組みに対する応援者を増やすことを目的にふるさと納税の告知を実施

地方紙企画広告

【電子媒体による市政情報の発信】 495,000円 0円 0円 0円 495,000円

【公式サイトの運営】 3,057,943円 0円 0円 6,505円 3,051,438円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金

広報やすぎ　令和3年12月号
島根県広報コンクール（特選・広報紙市の部)

  広報やすぎ　令和3年12月号
島根県広報コンクール（特選・組み写真の部）



　安来市の認知度向上を図るため、若者の興味関心を引きつけ、市の魅力を感じてもらえるプロモーション動画を制作

　●撮影スポット…清水寺、鷹入の滝、飯梨川河口付近ほか

　●制作本数…計8本

　●1本あたりの再生時間…90秒程度（第1弾120秒）

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業
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目 02

A

　全職員が例規・法令に基づく適切な事務を執行できるよう、例規閲覧・検索システムの定期的更新、法令改廃情報の提供、例

規改廃の審査・進行管理、法制執務研修等を実施

　●例規集更新、支援業務等委託（株式会社ぎょうせい中国支社）

　●法制執務研修（12月22日） 参加者26名

　文書管理のルールに基づく公文書の年度処理（簿冊管理・文書廃棄等）を実施

【シティプロモーション】 5,285,500円 4,970,000円 0円 0円 315,500円

決算事項別明細書 P59

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課

公式インスタグラム

等を活用した動画配

信宣伝用ポスター ▶

人件費コスト  B 1.5人役 10,609,500 円 総事業費　　A+B 13,573,227 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 文書管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 文書広報費

当 初 予 算 額 3,112,000 円

予 算 現 額 3,112,000 円

決 算 額 2,963,727 円

【例規更新・支援事業】 2,722,321円 0円 0円 0円 2,722,321円

【文書管理事業】 241,406円 0円 0円 0円 241,406円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 2,963,727 円

目
的

適切な法制執務の執行と市例規の公開を行う。
また、効率的な公文書の管理を行う。

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円
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目 03

A

基金

　● 当初予算や補正予算の編成事務、及び予算書、説明書、概要書の作成等を実施

　● 地方財政状況調査（決算統計）に関する事務、主要施策の成果説明書を作成

　● 予算編成、行財政運営関連の研修会などに参加し、情報収集と業務遂行能力を育成

　● 普通交付税及び特別交付税の基礎数値の調査・集計・算定・分析業務などを実施

　　 ・令和3年度交付税の状況

普通交付税　　　 8,833,219千円

特別交付税 1,318,956千円

　● 起債申請、借入、起債管理、償還業務などを実施

　　  ・令和3年度市債発行額 2,128,900千円

　● 公共施設等総合管理計画に基づき、市内5施設について施設の現状と課題の把握、建物の調査を行い、基本構想の策定等

　　 を実施

　　 ・広瀬庁舎・広瀬中央交流センター整備基本構想

　　 ・養護老人ホーム鴨来荘移転整備基本構想

　　 ・夢ランドしらさぎ・ふれあいプラザ改修基本計画の検討

　● 第4次行政改革大綱実施計画(R2～R6)の初年度の実績を行政改革審議会で報告

　● 固定資産台帳の精緻化を行い、財務書類を作成しホームページ上で公開

　● 音声ファイルを文字に変換する議事録作成支援システム「AmiVoiceVOXT」を導入し、180会議の文字変換を実施

　● 手書きの文字をスキャナで読み取り、CSV形式のデータに変換するシステム「AI-OCR」を導入し、900枚のアンケートの集

　　 計業務等に活用

人件費コスト  B 6.7人役 47,389,100 円 総事業費　　A+B 63,711,084 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

決算事項別明細書 P59

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 財政課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 財政管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 財政管理費

【予算編成、決算業務、交付税、市債】 1,437,135円 0円 0円 0円 1,437,135円

【行財政改革、公共施設マネジメント】 14,884,849円 0円 0円 9,300,000円 5,584,849円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 7,021,984 円

目
的

継続的な情報収集を行いつつ、中長期的な視点
に立った中期財政見通しを策定し、これを予算
編成及び管理に反映させ効果的な財政運営に努
める。

当 初 予 算 額 18,881,000 円

予 算 現 額 17,777,000 円

決 算 額 16,321,984 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 9,300,000 円
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A

　現金の出納及び保管、有価証券の出納及び保管、一時借入金・歳計外現金の運用を適正に実施

● 消耗品費 円 消耗品、実務提要加除及び実務書籍購入

● 印刷製本費 円 出納員・分任出納員領収証書等印刷作成

● 通信運搬費 円 ファームバンキング通信料

● 手数料 円 指定金融機関事務手数料

● 保険料 円 全国市町村公金総合保険料

● 使用料及び賃借料 円 ファームバンキング、公共料金明細サービス使用料

　事業実施に係る収支を確認し、その結果に基づき決算書を作成

● 印刷製本費 円 令和2年度決算書及び附属書類（各100部）

決算事項別明細書 P59

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 会計課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 会計管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 会計管理費

当 初 予 算 額 1,293,000 円

予 算 現 額 1,293,000 円

決 算 額 1,238,825 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 2.5人役 17,682,500 円 総事業費　　A+B 18,921,325 円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 1,238,825 円

目
的

公金の安全な管理及び収納・支払の会計事務処
理を適正に行う。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【出納事務】 853,825円 0円 0円 0円 853,825円

138,791

323,950

58,492

11,000

73,762

247,830

【決算事務】 385,000円 0円 0円 0円 385,000円

385,000
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諸収入外

　公用車の運行及び交通安全に関する業務を実施

　●会計年度任用職員雇用による車両運転と事務補助（3名）

　●車両の運行、交通安全に関する業務（旅費、有料道路、車借上げほか）

　●マイクロバス運転業務委託料（大新東株式会社松江営業所）

　公用車の維持管理を実施

　●車両の維持管理（車検整備、修繕、燃料費ほか）

　●車両の借上げ（リース）

　●車両の新規購入(普通乗用車ミニバンタイプ1台）

庁舎別公用車管理状況一覧

決算事項別明細書 P59

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 管財課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 車輌管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 財産管理費

当 初 予 算 額 51,305,000 円

予 算 現 額 46,808,000 円

決 算 額 43,276,405 円

予
算
科
目

地　方　債 0 円

そ　の　他 38,555 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,073,000 円 総事業費　　A+B 50,349,405 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 43,237,850 円

目
的

安全確実な市民及び職員の公用車移動の確保と
公用車の一元管理による計画的かつ効率的な予
算運用を図る。

【公用車運転】 9,190,318円 0円 0円 20,955円 9,169,363円

8,103,980円

852,698円

233,640円

【公用車管理】 34,086,087円 0円 0円 17,600円 34,068,487円

29,318,145円

1,369,296円

3,398,646円

庁舎 台数 備考

安来庁舎 38台 うちマイクロバス2台、ダンプ1台

広瀬庁舎 8台

伯太庁舎 28台

健康福祉センター 16台

新規購入車両（普通乗用車ミニバンタイプ）
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A

過疎

諸収入外

　庁舎、市有物件、物品の一元管理に関する業務を実施

　●会計年度任用職員の雇用及び庁舎、市有地等の管理

　●各庁舎及び物品の管理

　・安来庁舎維持管理

　　光熱水費

　　庁舎施設保守点検委託料

　　清掃委託料

　　植栽管理業務委託料

　　その他維持管理経費

　・各庁舎施設及び設備維持管理

　　消耗品、印刷費ほか一元管理経費

　　印刷機借上げ、保守経費

　　庁用器具、備品等修繕

　　庁用器具費

　　その他維持管理経費

　資産の適正管理を行うとともに、土地売払いを促進（売却件数9件、売却金額19,240,635円）

　●市有地及び市有物件の管理

　・市有財産の維持修繕（旧トスカ工場フェンス撤去修繕ほか）

　・建物総合損害共済分担金（279件）

　・市民総合賠償保障保険

　・公有敷地の借上げ（安来庁舎職員駐車場等）

　・登記情報利用手数料

　・測量、登記委託料（安来町旧共同住宅確定測量分筆登記）

　適正な入札契約事務を行うとともに、不要物品を売却（売却件数8件、売却金額10,123,204円）

　●公有財産オークションシステムの利用経費

　●工事実績、設計業務実績等の情報システムの利用経費

　・工事実績情報システム、測量調査設計業務実績情報サービスほか使用料

　●電子調達システムによる入札

　・電子調達システム負担金

決算事項別明細書 P59

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 管財課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 財産管理費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 財産管理費

当 初 予 算 額 96,187,000 円

予 算 現 額 97,023,000 円

決 算 額 96,440,268 円

地　方　債 1,100,000 円

予
算
科
目

そ　の　他 31,136,360 円

人件費コスト  B 6.0人役 42,438,000 円 総事業費　　A+B 138,878,268 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 64,203,908 円

目
的

快適な庁舎利用の提供。備品、公有財産の管理
を一元化することにより事務の効率化、適正化
を図る。公正で透明性の高い入札・契約事務の
実施。

【庁舎等及び物品管理】 61,758,744円 0円 0円 12,124,775円 49,633,969円

5,485,364円

14,858,957円

8,223,974円

7,420,050円

2,200,000円

1,539,720円

15,826,450円

2,867,460円

1,413,693円

1,270,566円

652,510円

【財産維持管理】 13,906,276円 0円 0円 2,911,585円 10,994,691円

1,090,450円

5,363,382円

657,089円

6,370,855円

80,200円

344,300円

【入札・契約管理】 2,455,685円 0円 0円 0円 2,455,685円

155,545円

63,800円

2,236,340円



　広瀬庁舎に配置の教育委員会事務所について、令和4年1月に安来中央交流センターへ移転

　●移転に関する経費

　・庁用器具費（事務デスク購入）

　・その他物品の調達等

　・移転業務委託料

　・機器移転委託料（通信回線、電話等）

　・安来中央交流センター改修工事監理委託料

【部署再配置】 18,319,563円 0円 1,100,000円 16,100,000円 1,119,563円

1,944,800円

737,053円

792,000円

13,723,710円

1,122,000円

教育委員会事務所（安来中央交流センター）
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　日本人向けの多文化共生講座を県内での新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえて、オンラインで2回実施

決算事項別明細書 P61

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 政策企画課

中事業 国際交流の推進 一般会計

小事業 国際交流推進費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

当 初 予 算 額 464,000 円

予 算 現 額 464,000 円

決 算 額 55,713 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 1.3人役 9,194,900 円 総事業費　　A+B 9,250,613 円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 55,713 円

目
的

国際姉妹都市交流の推進を図る。多様な文化や
価値観に触れる機会を提供し、交流を通して相
互理解を深め、国際化に対応できる人材を育成
する。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【多文化共生事業】 55,713円 0円 0円 0円 55,713円

～ベトナムを学ぼう～多文化共生・異文化理解講座（令和4年2月20日開催）

講座名 開催日 参加人数（単位：人）

多文化共生セミナー（オンライン） 令和4年1月22日（土） 6

～ベトナムを学ぼう～
多文化共生・異文化理解講座

令和4年2月20日（日） 13

多文化共生セミナー
（カナダとロシアについて）

～ベトナムを学ぼう～
多文化共生・異文化理解講座
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基金外

　新規返礼品の追加や首都圏での新聞広告等でのPRを行うことによって寄附の訴求を図った。また、寄附金使途報告チラシの寄

附者への送付等によって、リピーターの獲得を図るとともに安来市のPRを行った。

寄附金額と寄附件数の推移 使途指定の内訳

※企業版ふるさと納税を含む。

決算事項別明細書 P61

大事業 産業・観光・雇用 担当部署 政策企画課

中事業 商工業の振興 一般会計

小事業 ふるさと寄附推進事業費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

当 初 予 算 額 303,574,000 円

予 算 現 額 323,817,000 円

決 算 額 252,028,097 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 240,606,870 円

人件費コスト  B 1.7人役 12,024,100 円 総事業費　　A+B 264,052,197 円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 11,421,227 円

目
的

ふるさと寄附を推進することにより、安来市の
財源確保、安来市の知名度アップ、地場産業の
活性化を図る。

【ふるさと寄附推進事業】 252,028,097円 0円 0円 240,606,870円 11,421,227円

37,820,000

平成22年度 4,820,000 220

平成23年度 5,525,000 307
子どもの健全育成又は
ふるさと教育の推進に
関する事業

158,186,000 4,633

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

平成24年度 9,200,000 774

平成25年度 20,600,501 1,850

ふるさとの自然環境及
び景観の保全又は活用
に関する事業

53,539,000 1,830

年度 金額（円） 件数 事業名 金額（円） 件数

19,015 指定しない　他 238,492,643 7,300

令和2年度 628,089,189 19,147 合計 511,839,243 16,124

令和3年度 511,839,243 16,124

都営地下鉄ポスター掲示

平成26年度 44,219,000 4,198

平成27年度 136,285,601 10,064

平成28年度 363,841,569 18,096

平成29年度 401,951,906 16,107

平成30年度 473,102,715 14,538 令和3年7月豪雨 2,983,600

地域医療又は福祉の充
実に関する事業

寄附金使途報告チラシ

新規返礼品（一部）

209

令和元年度 589,122,709

平成20年度 2,272,000 101

平成21年度 1,200,000 90

1,327

新型コロナウイルス感
染症対策・支援

20,818,000 825
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A

国2/3

過疎

　携帯電話不感地域に移動通信用鉄塔を整備

　●安来水木原局（伯太町草野地内、サービス提供事業者：KDDI、NTTドコモ）

　　委託料（工事監理） 円

　　工事請負費（鉄塔、伝送路） 円

　　設備購入費（無線機） 円

　　　計 円

決 算 額 56,228,707 円

地　方　債 18,700,000 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.6人役 4,243,800 円 総事業費　　A+B 60,472,507 円

決算事項別明細書 P61

大事業 都市基盤・生活 担当部署 情報管理課

中事業 情報化社会の構築 一般会計

小事業 移動通信用鉄塔整備事業費 総務費

事業開始年度 令和2年度 総務管理費

84,117,000 円

当 初 予 算 額 0 円

予 算 現 額

【移動通信用鉄塔整備事業】 56,228,707円 37,486,000円 18,700,000円 0円 42,707円

594,000

44,696,300

10,938,407

56,228,707

安来水木原局 安来水木原局

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 37,486,000 円

一 般 財 源 42,707 円

目
的

移動通信用鉄塔を整備することにより携帯電話
不感地域の解消を図る。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

事業進捗度 － 企画費
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基金

　中海・宍道湖・大山圏域市長会に参加し、圏域内の連携・交流推進、人材育成の共同化、移住・定住の促進に向けた取組みを

行った。

　また、島根県過疎地域対策協議会等に参加し、過疎対策関係政府予算・施策に関する要望活動を行った。

　総合計画・総合戦略事業を計画的に推進するため、安来市総合計画・総合戦略推進会議を開催し、検証・検討を行った。

地　方　債 0 円

そ　の　他 6,300,000 円

人件費コスト  B 4.7人役 33,243,100 円 総事業費　　A+B 48,966,313 円

決算事項別明細書 P61

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 政策企画課

中事業 参画・協働の推進 一般会計

小事業 企画費 総務費

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 9,423,213 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【広域連携事業】 9,100,893円 0円 0円 0円 9,100,893円

予
算
科
目

目
的

広域連携及び重要施策の調整により市政運営を
円滑にする。

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

当 初 予 算 額 21,107,000 円

予 算 現 額 17,504,000 円

決 算 額 15,723,213 円

（圏域市長会）ブロック経済協議会との合同勉強会 （圏域市長会）子ども探検スクール

【総合計画・総合戦略推進事業】 159,742円 0円 0円 0円 159,742円

安来市総合計画・総合戦略推進会議の様子



　ITを活用し地域課題を解決できる未来のデジタル人材の育成と地元への還流（就職・定住等）を図るために、地域のITコミュ

ニティ団体へ事業委託し、地域の学生を対象にした「若手イノベータ人材育成事業」、地域の小学生を対象にした「アフタース

クールプログラミング事業」を実施した。

　　地域の高校生、大学生を対象に協力企業3社を訪問し、社会課題・地域課題について、デジタル技術を活用して解決できる知

　識と技術を学び、実行力を身につける人材育成プログラムに取り組んだ。

　　受講生：11名

　　取組課題 　・地元の企業と市民を繋ぐ情報発信Webサイト

　・苺農業をIoT技術で作業効率化

　
　・ドローン免許制度に向けてのVRを用いた教育環境構築

　　活動内容 　全19回

　課題設定、職場体験、デザインシンキング研修、課題解決研修、ビジネスプラン研修、アクションプラン・プ

　レゼン研修、中間発表、IT基本技術研修、製作物の設計・開発・検証、成果発表

　　市内のIT技術者や情報科学高校の生徒を講師とし、市内の小学生を対象に放課後プログラミング教室を実施した。

　　受講生：11名

　　実施回数：16回

　タイピング練習、プログラミングソフトの学習、画像を用いた合成音声やWEBから引用した画像の表示等の学習、

リズムゲームをイメージしたプログラムの作成、プログラミングで音楽を作成

※プログラミングの成果発表会を開催予定だったが、コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

　国・県への要望活動やオープンデータの推進、重要施策の調整を行った。

　●若手イノベータ人材育成事業

　●アフタースクールプログラミング事業

若手イノベータ人材育成事業 アフタースクールプログラミング事業

【企画調整事務費】 99,043円 0円 0円 0円 99,043円

安来市重点施策に関する島根県知事への要望活動

63,535円【地域を担う次世代育成プロジェクト事業】 6,363,535円 0円 0円 6,300,000円
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国
県

基金外

　定住サポートセンターにおいて、住まい、仕事、生活などの情報を一元的に収集、提供し、移住希望者への定住相談から支

援、アフターフォローをワンストップで行った。また、安来市定住支援サイト「やすぎぐらし」やSNS等で年間を通じ情報発信を

行うとともに、オンラインでの定住イベントに参加した。

　また、民間賃貸住宅の家賃助成やお試し住宅の運用を行い、移住者の増加と人口の定着を図った。

　●民間賃貸住宅家賃助成事業補助金

　　移住・定住推進のため、U･Iターン者、新婚者、高校生を対象とした民間賃貸住宅の家賃助成を行った。

　　補助金交付件数　138件　　　交付総額　20,619,000円

　　基本補助金額　10,000円/月（条件により次の金額が加算となる。上限30,000円/月）　最長36ヵ月

　　・空き家バンク登録物件加算　5,000円/月　　・新婚者加算　10,000円/月

　　・子育て世帯加算　1人あたり5,000円/月（中学生以下、2人まで）

　●セミナー・イベント事業

　　・独身男性向けオンラインセミナー 16名参加（2講座開催）

　　・独身女性向けオンラインセミナー 14名参加

　　・オンライン自己啓発セミナー「ハートグラム」 11名参加

　　・オンライン婚活「恋するonline婚活㏌安来」 49名参加

決算事項別明細書 P61

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 やすぎ暮らし推進課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 定住推進費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

当 初 予 算 額 40,435,000 円

予 算 現 額 31,051,000 円

決 算 額 29,357,556 円

地　方　債 0 円

予
算
科
目

そ　の　他 20,566,932 円

人件費コスト  B 3.7人役 26,170,100 円 総事業費　　A+B 55,527,656 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 2,270,391 円

一 般 財 源 6,520,233 円

目
的

定住を推進することにより、居住人口の増加や
少子化対策、空き家の有効活用等、地域の活性
化を図る。

【定住サポートセンター事業】 26,730,546円 593,000円 0円 20,563,021円 5,574,525円

オンライン定住イベントチラシ

【結婚支援事業】 1,147,924円 940,391円 0円 0円 207,533円



　●結婚相談事業

　　・安来はぴこ会と共同で縁結び相談会「はぴこ交流サロン」を開催した。

　　　　開催回数　7回、延べ相談件数　26件

　　・令和2年度より島根県の市町村結婚支援体制強化交付金を活用し、週1回の結婚相談体制を準備した。

　　　　相談件数　6件、しまコ閲覧対応　11名

　市内外からの高校入学生の増加を図るとともに、地域の将来を担う人材を育成することで、安来市の定住対策にも寄与する人

材還流サイクルを構築するため、市内に2校ある県立高校が設置する「高校魅力化コンソーシアム」の設立・運営を支援し、高校

と地域が行う協働活動のコーディネーターの役割を担う「高校魅力化推進員」を配置し、高校魅力化を推進した。

0円 3,911円 738,175円

安来高校1年「総合的な探求の時間」 情報科学高校3年「課題研究」

市内団体による婚活イベントチラシ

【高校魅力化推進事業】 1,479,086円 737,000円
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項 01

目 06

A

国
県

過疎

　令和3年度より「安来市地域元気いきいき補助金」と「安来市地域トライアングル事業」を統合し、さらに、小さな拠点づくり

を推進するため生活支援協議体が行う取組みに対する支援メニューを加え、補助制度をリニューアルし、地域づくり事業につい

て支援をした。

　（円）

件数

12

4

2

18

　島根県から「小さな拠点づくりの取組についてのモデル地区」に選定された比田地域において、住民主体の住み続けられる地

域づくりの取組みについて支援を行った。令和3年度は多機能拠点施設の設計、冬期一時居住施設整備及び移動販売車導入に向け

た検討を進めた。

　安来市特定地域づくり事業協同組合に対して、補助金を交付し、地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業を推進

し、地域の担い手確保および人材育成の支援を行った。

　●地域づくりパートナー採用実績：2名（計画：2名）

　●登録組合員企業数：9事業者（うち派遣企業数：4事業者）　

決算事項別明細書 P61

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課

中事業 行政経営の推進 一般会計
予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 6,016,000 円

一 般 財 源 9,075,800 円

目
的

協働のまちづくりを進めるため、地域づくりの
担い手の育成や、地域活動における事業費の補
助を行い、地域づくりを推進する。

そ　の　他 0 円

小事業 地域づくり推進費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 －

人件費コスト  B 1.7人役 12,024,100 円 総事業費　　A+B 35,215,900 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【地域づくり支援事業】 4,233,000円 0円 3,800,000円 0円 433,000円

事業名 金額

地域魅力アップ事業 1,733,000

地域づくりジャンプアップ事業 2,000,000

小さな拠点づくり推進事業 500,000

計 4,233,000

【小さな拠点づくり推進事業】 9,120,800円 3,200,000円 4,300,000円 0円 1,620,800円

防災マップづくり 小学校防災学習 配食支援

【特定地域づくり事業】 9,838,000円 2,816,000円 0円 0円 7,022,000円

企画費

当 初 予 算 額 32,110,000 円

予 算 現 額 24,760,000 円

決 算 額 23,191,800 円

地　方　債 8,100,000 円



70

40 会計 01

48 款 02

項 01

目 07

A

使用料外

　広瀬庁舎、広瀬町民会館、宿泊施設ひろせの維持管理に関する業務の実施

決算事項別明細書 P61

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 広瀬地域センター

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 地域センター費（広瀬） 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 地域センター費

当 初 予 算 額 26,265,000 円

予 算 現 額 28,168,000 円

決 算 額 26,126,577 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 545,454 円

人件費コスト  B 5.8人役 41,023,400 円 総事業費　　A+B 67,149,977 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【庁舎管理事業】 19,555,495円 0円 0円 229,331円 19,326,164円

【地域支援事業費】 2,159,782円 0円 0円 316,123円 1,843,659円

　広瀬地域の地域振興、地域課題に関する業務の実施、山中鹿介の大河ドラマ放映実現を目指した活動等

　広瀬町名誉町民顕彰館、三日月公園の管理運営等

新六菩提寺鎧かぶと据付作業 鹿介新六親子酒発売表敬訪問

【電源立地地域対策交付金事業】 4,411,300円 0円 0円 0円 4,411,300円

　広瀬町布部地区おどころ水路の改修工事

床板設置 集水桝新設

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 25,581,123 円

目
的

広瀬庁舎・広瀬町民会館・広瀬名誉町民顕彰館
の管理を行う。各交流センター(地域住民）と
の連携による地域振興を行う。
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目 07

A

基金外

　●伯太庁舎及び旧奥野邸の管理、宿日直管理、公用車の安全運転管理、文書郵便物収受発送

　●地域支援業務

・ 伯太中央交流センター及び4地区交流センターの事業支援

・ 伯太地域の地域振興に関する業務

　伯太庁舎の空調設備が耐用年数を経過しているため、令和3年度から5カ年計画で改修工事を予定しており令和3年度は、空調設

備改修工事の基本計画と第1期実施設計を行い、上下水道部の空調工事を行った。

そ　の　他 5,479,406 円

人件費コスト  B 4.7人役 33,243,100 円 総事業費　　A+B 64,503,043 円

決算事項別明細書 P61

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 伯太地域センター

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 地域センター費（伯太） 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【庁舎管理事業】 25,939,243円 0円 0円 479,406円 25,459,837円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 25,780,537 円

事業進捗度 － 地域センター費

当 初 予 算 額 32,687,000 円

予 算 現 額 32,678,000 円

決 算 額 31,259,943 円

地　方　債 0 円

目
的

伯太庁舎の財産管理を行う。各交流センター
（地域住民）との連携による地域振興業務を行
うとともに地域活動を支援し地域振興を図る。

【伯太庁舎空調設備改修工事業務】 5,320,700円 0円 0円 5,000,000円 320,700円

エアコン4台設置 室外機
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項 01

目 08

A

　警察等関係機関の協力を得ながら交通安全啓発活動を行うとともに、交通指導員による児童への交通安全教室等を通して交通

安全意識の高揚を図った。

●4/6～4/15　　　 春の交通安全運動　　街頭指導を実施(一斉行動日：4/8、4/12)

●9/21～9/30　　　秋の交通安全運動　　街頭指導を実施(一斉行動日：9/21、9/30)

●11/17　　　　   安来市交通安全大会を安来庁舎201・202会議室で開催　　　　 

●1/12　　　　 　 交通指導員出発式及び指導講習会

※随時　 　　　　 市内小学校において交通指導員による交通安全教室実施

 　　　　　　　　 交通指導員による朝の通勤・通学時間帯の交通安全指導

　 　　　　　　　 交通安全施設の整備（カーブミラー12基設置等）

安来市の交通事故件数

防災・防犯 担当部署 地域振興課

人件費コスト  B 0.5人役 3,536,500 円 総事業費　　A+B 7,856,595 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

中事業 交通安全・防犯の充実 一般会計

小事業 交通安全対策費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 交通安全対策費

当 初 予 算 額 5,200,000 円

予 算 現 額 4,793,000 円

決 算 額 4,320,095 円

予
算
科
目

【交通安全対策費】 4,320,095円 0円 0円 0円 4,320,095円

令和2年 63 1 72 784

発生件数
死者数
（人）

傷者数
（人）

物損事故

令和3年 61 1 68 826

増減 △ 2 0 △ 4 42

秋の交通安全検問withネゴシックス 「やすぎのこうつう」イラスト集授与式

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 4,320,095 円

目
的

市民の交通安全意識を高め、交通事故の防止・
減少を図る。

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

決算事項別明細書 P63

大事業
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項 01

目 09

A

国

基金外

　市の情報インフラである地域イントラネットの保守管理を実施

　●回線使用料 16,984,974円

　●サーバー、ネットワーク機器等保守 65,227,250円

　●セキュリティ対策負担金等 5,343,754円

　●LGWAN関連機器管理費 1,163,580円

　●電子申請サービス関連 487,032円

　●端末更新、修繕 8,461,475円

　●サーバー更新 60,857,852円

　●その他諸雑費 1,042,368円

　総合行政システムの保守管理ならびに社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）への対応を実施

　●ハードウェア等リース料 31,304,880円

　●ソフトウェア使用料 25,330,800円

　●保守委託料（ハード、ソフト、運用支援） 32,527,484円

　●マイナンバー関連システム整備等 7,167,430円

　●証明書コンビニ交付関連 6,953,977円

　●その他諸雑費 397,100円

　●次期総合行政システム関係 44,077,000円

内訳 移行データ作成環境構築費 5,478,000円

移行データ作成費 38,599,000円

　市立小中学校に生徒情報、出欠管理、成績管理等を行える統合型校務支援システムを新たに導入

　●構築委託料 62,920,000円

決算事項別明細書 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 情報管理課

中事業 情報化社会の構築 一般会計

小事業 電子計算事務費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 電子計算費

当 初 予 算 額 344,851,000 円

予 算 現 額 379,615,000 円

決 算 額 370,246,956 円

予
算
科
目

地　方　債 0 円

そ　の　他 130,686,400 円

人件費コスト  B 3.6人役 25,462,800 円 総事業費　　A+B 395,709,756 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 1,064,000 円

一 般 財 源 238,496,556 円

目
的

総合行政システム及び地域イントラネットを適
正に管理する。

【地域イントラネット管理事業】 159,568,285円 0円 0円 60,500,000円 99,068,285円

【総合行政システム管理事業】 147,758,671円 1,064,000円 0円 7,286,400円 139,408,271円

【教育情報セキュリティポリシー対応事業】 62,920,000円 0円 0円 62,900,000円 20,000円
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項 01

目 10

A

　　全国公平委員会連合会通常総会　　　　　　　　　中止につき書面決議

決算事項別明細書 P63

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 公平委員会

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 公平委員会費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 公平委員会費

当 初 予 算 額 1,072,000 円

予 算 現 額 304,000 円

決 算 額 187,401 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.1人役 707,300 円 総事業費　　A+B 894,701 円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 187,401 円

目
的

職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に
対する不利益処分を審査し、これについて必要
な勧告叉は是正処置を指示することにより円滑
な人事行政に資する。併せて職員の苦情処理を
行う。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【公平委員会】 187,401円 0円 0円 0円 187,401円

　審査・相談等の件数

　　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置要求に関すること　　　　　　　実績なし

　　職員に対する不利益な処分についての審査請求に関すること　　　　　　　　　　　　実績なし

　　上記のほか、職員の苦情の処理に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実績なし

　　職員団体の登録に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実績なし

　公平委員会の開催　　　　　開催回数：6回

　各種会議・研修会等への出席

　　全国公平委員会連合会中国支部定例総会・研究会　中止につき書面審議

　　島根県公平委員会連合会通常総会・研修会　　　　中止につき書面審議
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A

　●奨学金業務委託料　  　　　307,200円　

　●奨学金貸付金　　　　　　5,000,000円 　　介護福祉実践科1人あたり年50万円×10人　

決算事項別明細書 P65

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 広瀬地域センター

中事業 地域福祉の充実 一般会計

小事業 福祉専門学校関連事業費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 諸費

当 初 予 算 額 5,308,000 円

予 算 現 額 5,308,000 円

決 算 額 5,307,200 円

予
算
科
目

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.2人役 1,414,600 円 総事業費　　A+B 6,721,800 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 5,307,200 円

目
的

島根総合福祉専門学校に安心して修学できる環
境をつくる。

【奨学金の貸付及び徴収業務】 5,307,200円 0円 0円 0円 5,307,200円
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項 01

目 12

A

基金外

　自治会代表者協議会を通じて、各自治会の地域住民の交流や福祉の向上のための活動等を支援した。

　自治会長に広報紙等の配布を依頼し、手数料を支払った。

●新築、改築（総事業費の1/3以内で限度額300万円） 0件 0円

●改修、修繕（総事業費の1/3以内で限度額100万円） 8件 1,594,000円

●個人（購入費の1/2以内で限度額10万円） 41件 4,062,000円

●複数の個人（購入費の1/2以内で限度額30万円） 15件 3,183,000円

●自治会（購入費の2/3以内で限度額50万円） 5件 1,954,000円

●自主防災組織（購入費の2/3以内で限度額は構成自治会数×50万円） 0件 0円

●生活支援協議体（購入費の2/3以内で範囲自治会数×50万円） 0件 0円

（小型除雪機）

　ボランティア団体ネットワークに加盟しているNPO法人や市民活動団体の活動支援を行った。

　ボランティア啓発パネルを作成し、市内高校への展示やネットワークと高校生の交流会を行った。

　職員が出向き、行政の情報を発信した。

決算事項別明細書 P65

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課

中事業 参画・協働の推進 一般会計

小事業 市民参画諸費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 諸費

当 初 予 算 額 26,966,000 円

予
算
科
目

予 算 現 額 30,952,000 円

決 算 額 29,501,092 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,265,339 円

人件費コスト  B 0.8人役 5,658,400 円 総事業費　　A+B 35,159,492 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 27,235,753 円

目
的

市民の主体的、創造的な活動の支援による活力
ある地域づくりの推進。自治会相互の融和と市
民福祉の向上を図る。協働によるまちづくりの
推進を図る。

【自治会活動支援事業】 2,280,617円 0円 0円 0円 2,280,617円

【広報等配布事業】 13,825,256円 0円 0円 758,880円 13,066,376円

【コミュニティ施設整備支援事業】 1,594,000円 0円 0円 1,500,000円 94,000円

【小型除雪機購入費支援事業】 9,199,000円 0円 0円 0円 9,199,000円

【ボランティア活動支援事業】 2,602,219円 0円 0円 6,459円 2,595,760円

【出前講座事業】 0円 0円 0円 0円 0円
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国10/10

　新型コロナウイルス感染症対策として、コミュニティ施設の改修費用の補助をした。

　●総事業費の3/4以内で限度額150万円 107件 49,966,000円

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

決算事項別明細書 P65

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課

中事業 参画・協働の推進 一般会計

小事業 市民参画諸費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 諸費

当 初 予 算 額 0 円

予 算 現 額 50,000,000 円

決 算 額 49,966,000 円

予
算
科
目

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 49,966,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 49,966,000 円

一 般 財 源 0 円

目
的

市民の主体的、創造的な活動の支援による活力
ある地域づくりの推進。自治会相互の融和と市
民福祉の向上を図る。協働によるまちづくりの
推進を図る。

【コミュニティ施設整備支援事業】 49,966,000円 49,966,000円 0円 0円 0円
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還付件数 128 件 還付金額 円

【内　訳】

・法人市民税 16 件 円

・固定資産税 31 件 円

・市県民税 64 件 円

・軽自動車税(種別割） 5 件 円

・株式譲渡分 12 件 円

決算事項別明細書 P65

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 税務課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 納税諸費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 諸費

当 初 予 算 額 10,000,000 円

予
算
科
目

予 算 現 額 14,000,000 円

決 算 額 13,943,522 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,073,000 円 総事業費　　A+B 21,016,522 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 13,943,522 円

目
的

市税について、過誤納が発生した際に敏速に税
金を還付することにより、納税の公平・公正を
図る。

【納税諸費】 13,943,522円 0円 0円 0円 13,943,522円

　納付済みの市税について、調定年度を経過して更正等が行われ過誤納が発生した場合に還付を行った。

　●過誤納還付金

13,943,522

7,129,300

3,427,200

2,623,400

53,200

710,422
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基金外

　●やすぎ市民防災マップ作成

　　　国や県が作成する最新の洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨）や土砂災害警戒区域などを反映した新しい防災マップ

　　を作成し、市内全戸に配布

　　・防災マップ更新業務委託料 5,841,000円

　　・印刷製本費 1,122,000円

防災マップ（学習面） 防災マップ（地図面）

　●自主防災組織育成事業 663,900円

　　　自主防災組織の活動を支援するため、資機材整備や訓練にかかる費用等を補助

①資機材整備・訓練　　 補助率：2/3（4回目以降は1/2）

限度額：組織の構成世帯数に応じて設定（4万円～16万円）

②防災士資格取得 補助率：全額（研修受講料・受験料・資格認証登録料・教本代）

※島根県防災士養成研修は、新型コロナウイルスの感染拡大により中止

　●情報伝達システム維持管理等 10,052,142円

　　・Jアラート保守点検

　　・島根県総合防災システム維持管理費負担金

　　・防災行政無線電気代（令和3年5月末で廃止）

　　・緊急情報システム更改　等

　●防災備蓄物資等消耗品（避難所開設用物資、備蓄用ミルク、生理用品等） 443,768円

　●その他（通信運搬費、災害見舞金等） 1,682,118円

　●安来市原子力発電所安全対策協議会委員謝礼外（令和3年11月6日、17日開催） 240,126円

　●原子力防災訓練（開催日：2月2日）

　　・災害対策本部訓練、通信連絡訓練 参加人数：196名

　

決算事項別明細書 P65

大事業 防災・防犯 担当部署 防災課

中事業 消防・防災対策の充実 一般会計

小事業 防災費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 防災・防犯諸費

当 初 予 算 額 24,769,000 円

予 算 現 額 21,353,000 円

決 算 額 20,045,054 円

地　方　債 0 円

予
算
科
目

そ　の　他 15,872,086 円

人件費コスト  B 4.8人役 33,950,400 円 総事業費　　A+B 53,995,454 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 4,172,968 円

目
的

【防災対策】防災･減災力を高めることで、被
害の発生を抑制するとともに速やかな復旧を目
指す。
【原子力災害対策】原子力発電所において重大
事故が発生した際に適切な対応がとれる体制を
構築する。

【防災対策事業】 19,804,928円 0円 0円 15,872,086円 3,932,842円

【原子力災害対策事業】 240,126円 0円 0円 0円 240,126円
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　●防災備蓄物資購入（災害備蓄用アルファ化米、非常用圧縮タオルケット等） 561,798円

　●自治会貸出用小型除雪機燃料費 11,539円

※ 貸出除雪機配置場所（13箇所）

消防署・・・・・安来本署・広瀬分署・伯太分署・比田分駐所

交流センター・・布部・東比田・山佐・宇波・西谷・奥田原・安田・井尻・赤屋

　●その他（小型除雪機バッテリー交換手数料等） 190,903円

決算事項別明細書 P65

大事業 防災・防犯 担当部署 防災課

中事業 消防・防災対策の充実 一般会計

小事業 災害対策費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 防災・防犯諸費

予
算
科
目

当 初 予 算 額 958,000 円

予 算 現 額 958,000 円

決 算 額 764,240 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.1人役 707,300 円 総事業費　　A+B 1,471,540 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 764,240 円

目
的

災害発生直後の緊急対応のため、備蓄物資等を
購入しておくもの。

【災害対策事業】 764,240円 0円 0円 0円 764,240円
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　自治会等申請数：92件、設置数：LED 178灯、専用柱の新設：3本

　　事業費の2分の1を補助

　　（上限：LED1灯につき25,000円、蛍光灯1灯につき15,000円、専用柱新設1本当たり100,000円）

【防犯カメラ設置事業】

  防犯カメラ新規設置：1箇所（伯太中学校）

　安来市防犯協会への負担金

決算事項別明細書 P65

大事業 防災・防犯 担当部署 総務課

中事業 交通安全・防犯の充実 一般会計

小事業 防犯事業費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 防災・防犯諸費

予
算
科
目

当 初 予 算 額 5,690,000 円

予 算 現 額 5,690,000 円

決 算 額 5,320,200 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.3人役 2,121,900 円 総事業費　　A+B 7,442,100 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 5,320,200 円

目
的

防犯カメラの設置、防犯灯設置の補助、及び防
犯協会の活動支援により、犯罪の発生防止に寄
与する。

【防犯灯設置補助金事業】 3,193,800円 0円 0円 0円 3,193,800円

186,400円 0円 0円 0円 186,400円

　防犯カメラ修繕工事：3箇所（比田いきいき交流館横バス停、安田小学校前、荒島駅）

【安来市防犯協会負担金】 1,940,000円 0円 0円 0円 1,940,000円
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　新型コロナウイルス感染症の予防対策として、消毒液、次亜塩素酸水、噴霧器、非接触検温装置、フェイスシールド、パー

テーション、抗原検査キットなどの購入等を行い、庁舎内、関係施設での感染症対策に活用

●主な購入物品等一覧

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

　令和3年11月21日に開催した令和3年成人式および令和4年1月3日に開催した令和4年成人式において、感染症拡大防止の観点か

ら安全・安心に成人式に参加できるよう、県外からの参加者に新型コロナウイルス感染症の無料PCR検査を事前に実施

　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

決算事項別明細書 P65

大事業 その他 担当部署 防災課

中事業 その他 一般会計

小事業 新型コロナウイルス感染症対策事業費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 防災・防犯諸費

予
算
科
目

当 初 予 算 額 2,000,000 円

予 算 現 額 15,743,000 円

決 算 額 11,473,595 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.1人役 707,300 円 総事業費　　A+B 12,180,895 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 11,470,000 円

一 般 財 源 3,595 円

目
的

新型コロナウイルス感染症予防対策の推進を図
る。

【新型コロナウイルス感染症対策事業】 7,569,365円 7,566,000円 0円 0円 3,365円

メニュー 金額（円）

消毒用品（消毒液、除菌クロス、ペーパータオル等） 233,295

抗原検査キット 74,550

パーテーション、フェイスシールド等 1,307,990

空気清浄機 685,630

非接触検温装置 1,047,200

その他（プライバシー保護テント等） 4,220,700

合計 7,569,365

パーテーション 空気清浄機 非接触検温装置

【新型コロナウイルスPCR検査委託業務】 3,904,230円 3,904,000円 0円 0円 230円
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　住宅の新築等により告知端末の新設が必要となった市民に対し、設置費の一部を支援

　※翌年度繰越額　7,315,000円

内　　訳： 一般国道9号電線共同溝引込設備工事委託　1,815,000円

　　 一般国道9号電線共同溝連系設備工事委託　5,500,000円

　和田南地区拡張工事に伴う安来局舎内センター機器設置に係る負担金の支払

【自営柱番号札取付事業】

　劣化していた自営柱番号札の取付を実施

　●移動通信用鉄塔敷地を借り上げ管理

　●移動通信用として携帯電話事業者に貸し出す伝送路（光ファイバ）の保守管理

決算事項別明細書 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 情報管理課

中事業 情報化社会の構築 一般会計

小事業 地域情報化推進事業費 総務費

事業開始年度 令和3年度 総務管理費

事業進捗度 － 地域情報化推進費

当 初 予 算 額 18,907,000 円

予 算 現 額 25,508,000 円

決 算 額 17,345,334 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 60,527 円

人件費コスト  B 0.7人役 4,951,100 円 総事業費　　A+B 22,296,434 円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 17,284,807 円

目
的

安来市情報ネットワーク施設を適切に維持管理
するとともに、情報通信技術の利活用を推進す
る。行政告知放送の利用促進を図る。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【告知端末設置委託事業】 5,765,925円 0円 0円 0円 5,765,925円

【防災情報ステーション等運用事業】 2,371,600円 0円 0円 0円 2,371,600円

　避難所施設等に設置した防災情報ステーション等の回線使用料の支払

【電線共同溝関連事業】 684,127円 0円 0円 0円 684,127円

　一般国道9号電線共同溝附帯工事の施工に伴う負担金の支払

【ブロードバンド・インフラ整備事業】 6,670,562円 0円 0円 0円 6,670,562円

1,116,782円 0円 0円 0円 1,116,782円

【その他】 736,338円 0円 0円 60,527円 675,811円

番号札を取り付けた自営柱
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諸収入

　電線共同溝引込設備等設置委託料　4,925,076円（その他財源：国補償金　4,024,176円）

 和田南地区拡張工事に伴う光ケーブル敷設を実施

　工事請負費　5,983,100円

決算事項別明細書 P65

一 般 財 源 6,884,000 円

目
的

安来市情報ネットワーク施設を適切に維持管理
するとともに、情報通信技術の利活用を推進す
る。行政告知放送の利用促進を図る。

大事業 都市基盤・生活 担当部署 情報管理課

中事業 情報化社会の構築 一般会計

小事業 地域情報化推進事業費 総務費

事業開始年度 令和2年度 総務管理費

事業進捗度 － 地域情報化推進費

当 初 予 算 額 0 円

予
算
科
目

【電線共同溝関連事業】 4,925,076円 0円 0円 4,024,176円 900,900円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

　一般国道9号における安来電線共同溝整備事業の実施に伴い、連系設備及び引込設備の設置を実施した。

【ブロードバンド・インフラ整備事業】 5,983,100円 0円 0円 0円 5,983,100円

予 算 現 額 17,548,000 円

決 算 額 10,908,176 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 4,024,176 円

人件費コスト  B 0.3人役 2,121,900 円 総事業費　　A+B 13,030,076 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

完了検査の様子

日立坂下交差点

工事箇所
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目 01

A

手数料外

　市税6税目（個人及び法人市民税・固定資産税・軽自動車税・市たばこ税・入湯税）に関して課税資料収集及び調査を行い、自

主財源である税収の確保に努めた。

　　・課税・所得証明書、資産証明書、営業証明書等の発行を行った。

人件費コスト  B 14.2人役 100,436,600 円 総事業費　　A+B 134,938,768 円

決算事項別明細書 P67

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 税務課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 税務総務費 総務費
予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 32,440,214 円

目
的

市税の公平かつ適正な賦課を行い税収を確保す
ることを目的とする。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【税務総務費】 34,502,168円 0円 0円 2,061,954円 32,440,214円

　●市税の賦課

　　・市税6税目のデータ管理・通知書作成・送付を行った。

　●各種証明書発行及び窓口相談業務

　●国・県等から依頼された税に関する事務

　　・確定申告の受付業務を行った。

事業開始年度 令和3年度 徴税費

事業進捗度 － 税務総務費

当 初 予 算 額 37,627,000 円

予 算 現 額 34,847,000 円

決 算 額 34,502,168 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,061,954 円
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項 02

目 02

A

手数料

　税の収納管理を徹底するとともに、滞納税の早期確保のため滞納整理を行った。

●納税義務者への納税通知書及び納付書の送付を行った。

●未納者への督促状・催告状等の送付、臨戸徴収及び電話催告等による納税指導を行った。

●納税相談を実施し、納税計画の相談及び納税誓約書の作成、誓約の履行指導を行った。

●法的滞納処分（差押・捜索等）を有効活用し、滞納整理を行った。

●島根県東部県民センターとの職員併任制度の活用を行った。（6月～3月）

●収入実績

・市税

現年度分 滞納繰越分

調定額 円 調定額 円

収入額 円 収入額 円

不納欠損額 円 不納欠損額 円

未納額 円 未納額 円

収納率 ％ 収納率 ％

・国民健康保険税

現年度分 滞納繰越分

調定額 円 調定額 円

収入額 円 収入額 円

不納欠損額 円 不納欠損額 円

未納額 円 未納額 円

収納率 ％ 収納率 ％

決算事項別明細書 P67

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 税務課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 賦課徴収費 総務費

事業開始年度 令和3年度 徴税費

事業進捗度 － 賦課徴収費

当 初 予 算 額 10,548,000 円

予 算 現 額 10,459,000 円

決 算 額 9,890,681 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 985,636 円

人件費コスト  B 7.0人役 49,511,000 円 総事業費　　A+B 59,401,681 円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 8,905,045 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【賦課徴収費】 9,890,681円 0円 0円 985,636円 8,905,045円

5,006,213,214 131,391,589

4,982,271,372 61,451,700

292,200 3,960,353

23,649,642 65,979,536

99.52 46.77

694,183,800 95,846,077

675,825,582 24,706,396

0 3,762,612

18,358,218 67,377,069

97.36 25.78

目
的

自主財源を確保するために納税者の利便性を図
るとともに、公平・公正な税務行政の信頼を維
持するために、適正な滞納整理を進め収納率の
向上を目指す。
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目 01

A

国10/10
県

手数料外

　県の権限移譲による一般旅券（パスポート）の申請・交付業務を行った。

　車の登録等に公道を運行するための臨時運行許可を行った。

　安来市在住外国人の居住地届出事務等を行った。

　健康福祉部門の取次窓口として申請等の取次を行った。

　　●戸籍除籍発行件数 12,776 件 ●その他証明件数 579 件

　　●住基証明書発行件数 13,846 件 ●住民基本台帳閲覧件数 269 件

　　●印鑑登録件数 1,016 件 ●印鑑登録証明発行件数 8,102 件

　　●旅券（パスポート）交付件数 46 件 ●臨時運行許可件数 296 件

　　●中長期在留者住所地届出等件数 39 件 ●特別永住者証明書交付等 6 件

　　●健康福祉・子育て・介護取次窓口件数 6,751 件

　マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき、マイナンバーカードの申請・交付・更新を行った。

    ●個人番号カード交付件数 4,886 件

（令和3年度末  交付総件数 16,798 件、交付率45.58 ％）

    ●個人番号カード有料再交付件数 56 件

 　 ●本市の状況（令和4年3月31日現在、外国人含む。）

人 人 人

世帯 世帯 世帯

　※翌年度繰越額 システム改修委託料　4,592,000円

　　転出転入手続ワンストップ化推進事業　※令和3年度3月補正予算事業

財
源
内
訳

国・県支出金 18,262,040 円

一 般 財 源 6,743,504 円

決算事項別明細書 P69

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 市民課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 戸籍住民基本台帳費 総務費

事業開始年度 令和3年度 戸籍住民基本台帳費

【戸籍住民基本台帳業務】 21,999,883円 205,040円 0円 15,053,139円 6,741,704円

事業進捗度 － 戸籍住民基本台帳費

当 初 予 算 額 37,621,000 円

予 算 現 額 46,724,000 円

決 算 額 40,075,483 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 15,069,939 円

人件費コスト  B 7.4人役 52,340,200 円 総事業費　　A+B 92,415,683 円

予
算
科
目

△655

世帯数 14,262 14,351 △ 89

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

　戸籍法、住民基本台帳法、安来市印鑑登録及び証明に関する条例等に基づき、管理・公証し、交付等を行った。

目
的

住民、本籍人に関する記録を正確かつ統一的に
行い、住民票、戸籍謄抄本、印鑑登録証明書及
び一般旅券の申請・交付を行う。

【個人番号カード交付事業】 18,075,600円 18,057,000円 0円 16,800円 1,800円

区 分 令和3年度 令和2年度 比 較

人　口 36,857 37,512
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目 01

A

県

人件費コスト  B 0.2人役 1,414,600 円 総事業費　　A+B 2,731,183 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

決算事項別明細書 P69

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 選挙管理委員会

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 選挙管理委員会費 総務費

事業開始年度 令和3年度 選挙費

事業進捗度 － 選挙管理委員会費

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金

【選挙管理委員会】 1,316,583円 2,312円 0円 0円 1,314,271円

　選挙管理委員会定例会及び臨時会を開催し、選挙人名簿の登録、抹消、選挙の管理執行に係る事項を決定した。

　（開催回数：定例会 11回、臨時会 5回）

　選挙人名簿定時登録の実施

　　6月、9月、12月、3月　（年4回）

　　委員会にて決議後、県に報告

　各種会議、研修会等への出席

　　島根県市選挙管理員会連合会定期総会　　　　　　　　　　　　　　中止につき書面審議

　　全国市区選挙管理委員会連合会中国支部理事会・定期総会　　　　　中止につき書面表決

　　全国市区選挙管理委員会連合会理事会・定期総会・事務研究会　　　中止につき役員一任

　　島根県市選挙管理委員会連合会幹事会・事務研修会　　　　　　　　開催中止

2,312 円

一 般 財 源 1,314,271 円

目
的

各種の選挙に関し公正中立な管理執行を図るた
め、情報収集、研鑽、準備を行う。また、市民
の選挙に関する関心を高めるよう啓発を行う。

当 初 予 算 額 1,693,000 円

予 算 現 額 1,331,000 円

決 算 額 1,316,583 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円
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A

県

諸収入

　　選挙事由 令和3年10月21日任期満了

　　選挙期日 令和3年10月31日

　　選挙期日の公示日 令和3年10月19日

　　投票所数  31箇所

　　ポスター掲示場数 190箇所

　　期日前投票所数 3箇所（安来中央交流センター、広瀬庁舎、伯太庁舎）

　　期日前投票期間 10月20日～10月30日（広瀬庁舎、伯太庁舎は、10月25日から10月30日の6日間開設）

　　当日有権者数 小選挙区選挙、比例代表選出　31,773人（うち在外15人）

国民審査　　　　　　　　　　31,758人

　　投票者数　 小選挙区選挙　19,670人

比例代表選出　19,665人

国民審査　　　19,620人

　　投票率 小選挙区選挙　61.91％

比例代表選出　61.89％

国民審査　　　61.78％

　　開票所 伯太体育館

決算事項別明細書 P69

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 選挙管理委員会

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 衆議院議員選挙執行費　 総務費

事業開始年度 令和3年度 選挙費

事業進捗度 － 選挙執行費

当 初 予 算 額 32,925,000 円

予 算 現 額 26,700,000 円

決 算 額 26,690,630 円

予
算
科
目

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,012 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,073,000 円 総事業費　　A+B 33,763,630 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 24,314,163 円

一 般 財 源 2,374,455 円

目
的

衆議院議員通常選挙の公正中立な管理執行を図
る。

【第49回衆議院議員総選挙】 26,690,630円 24,314,163円 0円 2,012円 2,374,455円



70

40 会計 01

70 款 02

項 04

目 02

A

諸収入

　　選挙事由　　 令和3年10月31日任期満了

　　選挙期日　　 令和3年10月24日

　　選挙期日の告示日　　 令和3年10月17日

　　投票所数　　 31箇所

　　ポスター掲示場数　　 190箇所

　　期日前投票所数　 3箇所（安来中央交流センター、広瀬庁舎、伯太庁舎）

　　期日前投票期間　 10月18日～10月23日

　　選挙すべき人数　 18人

　　当日有権者数　 31,603人

　　投票者数　 21,873人（うち期日前投票者数6,910人、不在者投票者数282人）

　　投票率　

　　立候補者数　 20人

　　開票所　 安来市総合文化ホール　アルテピア

決算事項別明細書 P69

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 選挙管理委員会

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 市議会議員選挙執行費　 総務費

事業開始年度 令和3年度 選挙費

事業進捗度 － 選挙執行費

当 初 予 算 額 54,352,000 円

予
算
科
目

予 算 現 額 35,343,000 円

決 算 額 35,298,907 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,810 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,073,000 円 総事業費　　A+B 42,371,907 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 35,296,097 円

目
的

安来市議会議員一般選挙の公正中立な管理執行
を図る。

【安来市議会議員一般選挙】 35,298,907円 0円 0円 2,810円 35,296,097円

69.21%
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A

【安来市常任統計調査員協議会事業】

　調査員としての資質の向上を図るため、統計調査員協議会を開催

　  常任統計調査員　22名

　統計調査員の確保と資質向上を図るために、会報の発行、調査員研修を実施
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A

県

　事業所及び企業の経済活動の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的に実施

　調査基準日：令和3年6月1日

　事業所数（事業内容等不詳含む）：1,676事業所（速報値）

決算事項別明細書 P71

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 統計調査総務費 総務費

事業開始年度 令和3年度 統計調査費

事業進捗度 － 統計調査総務費

予
算
科
目

当 初 予 算 額 293,000 円

予 算 現 額 165,000 円

決 算 額 162,800 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.3人役 2,121,900 円 総事業費　　A+B 2,284,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 162,800 円

目
的

各種統計調査の調査員の確保、統計調査員資質
の向上、統計調査員組織の充実。

162,800円 0円 0円 0円 162,800円

【統計調査員確保対策事業】 0円 0円 0円 0円 0円

決算事項別明細書 P71

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 基幹統計調査費 総務費

事業開始年度 令和3年度 統計調査費

事業進捗度 － 基幹統計調査費

当 初 予 算 額 2,318,000 円

予 算 現 額 1,672,000 円

決 算 額 1,668,864 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 1.5人役 10,609,500 円 総事業費　　A+B 12,278,364 円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 1,668,864 円

一 般 財 源 0 円

目
的

各種統計調査などの円滑な実施。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【令和3年経済センサス活動調査】 1,661,664円 1,661,664円 0円 0円 0円

【経済センサス調査区管理等】 7,200円 7,200円 0円 0円 0円

　経済センサス調査の調査区管理を実施
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A

　各種会議、研修会等への出席

　　全国都市監査委員会総会・研修会　　　　　　中止につき書面審議

　　西日本都市監査事務研修会　　　　　　　　　中止

　　中国都市監査委員会定例会議　　　　　　　　中止につき書面審議

　　山陰都市監査委員会定例会　　　　　　　　　中止につき書面審議

　　山陰都市監査事務研修会　　　　　　　　　　中止

　　島根県町村監査委員協議会監査委員研修会　　中止

決算事項別明細書 P71

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 監査委員事務局

中事業 行政経営の推進 一般会計

小事業 監査委員費 総務費

事業開始年度 令和3年度 監査委員費

事業進捗度 － 監査委員費

当 初 予 算 額 2,088,000 円

予 算 現 額 1,454,000 円

決 算 額 1,440,911 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 0.7人役 4,951,100 円 総事業費　　A+B 6,392,011 円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 1,440,911 円

目
的

地方公共団体の事務の執行、財務に関する事務
の執行及び経営に係る事業の管理について監査
し、行政の公正で効率的な運営を図ることに資
する。

【監査委員】 1,440,911円 0円 0円 0円 1,440,911円

　　例月出納検査

　　　一般会計及び特別会計、水道事業会計、下水道事業会計、病院事業会計を対象に毎月実施した。

　　　島根県後期高齢者医療広域連合の出納検査を毎月実施した。

　　定期監査

　　　総務課、防災課、人事課、財政課、管財課、文化スポーツ振興課、広瀬地域センター、伯太地域センター、情報管理課を

　　　対象に実施した。

　　　島根県後期高齢者医療広域連合の定期監査を実施した。

　　決算審査

　　　各会計の決算書その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行状況及び事業の経営が適正かつ合理的に

　　　行われているかどうかに主眼をおいて実施した。

　　　島根県後期高齢者医療広域連合の一般会計及び特別会計の決算審査を実施した。

　　決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の審査

　　　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率等の健全化判断比率を審査した。

　　　また、水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計、生活排水処理事業特別会計、電気事業特別会計の資金不足比率を

　　 審査した。

　　随時（工事）監査

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　実施なし

　　財政援助団体等監査

　　　社会福祉法人安来社会福祉協議会の財政援助団体等監査を実施した。

　地方自治法第199条各項により、安来市監査委員条例に定める監査等を実施した。


